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2017 年 3 ⽉期 決算説明会 Q&A（要旨） 
 
【2017 年 3 ⽉期の業績について】 
Q：⾜元の売上総利益率の⽬安となる⽔準は、どの程度であると考えているか？ 
A：不採算案件の抑制による外注費低減により収益性が向上し、特殊ファクターも発⽣していない、2017 年 3
⽉期 1Q または 3Q の 34〜35％程度が⾜元の⽔準と考えている。 
 
【2018 年 3 ⽉期の業績予想について】 
Q：⾦融 IT ソリューションの 130 億円増収に向けたシナリオを教えてほしい。 
A：まず全体感として、⾦融業界を取り巻く経済環境はあまり前期と変わらないと認識している。 
個別の業種毎に⾒ると、資産運⽤系では BPO 事業を拡⼤させたいと考えており、証券業向けでは STAR などの
共同利⽤型システムの顧客増を図っている。また、銀⾏業は BESTWAY や Value Direct で新規顧客導⼊の予
定があるなど、具体的な案件が⾒えている状況である。 
保険業は、既存顧客を中⼼に制度改正関連やインフラ領域のアウトソースなどで案件を獲得して、⽬標達成に向
け推進していくものの、前期にあった案件決定の遅延は、今期も同様のリスクがあるものと考えており、場合によって
は他の領域での挽回を考えていく可能性はある。 
 
Q：54 億円の増益（営業利益）予想について、だいこう証券ビジネスの業績回復が NRI にとってプラスに寄与す
る⼀⽅、ASG ののれん償却費がマイナス影響であると認識しているが、それ以外の増益・減益要因は何があるか？ 
A：だいこう証券ビジネス、ASG 以外の特殊要因としては、2017 年 3 ⽉期 4Q に発⽣したソフトウェアの評価減、
オフィス移転費⽤(2017 年 3 ⽉期は⼤⼿町、2018 年 3 ⽉期は横浜・⼤阪）によるコスト増などがある。 
 
Q：ASG 社の M&A による連結ベースの売上・利益への影響はどの程度を⾒込んでいるか？ 
A：売上は YoY で約 120 億円程度のプラス寄与、利益はのれん償却後で若⼲のマイナスとなる⾒込み。 
 
 
【資本政策について】 
Q：中期経営計画で掲げた ROE 向上の⽬標に向けた取り組みについて聞かせてほしい。 
A：中期経営計画では 2018 年度で 12％前後を⽬標としており、この⽬標は変えていない。今後、さらなる増配
や⾃⼰株買いも選択肢とした資本効率の向上を進めていきたい。 
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【新分野への取り組みについて】 
Q：中期経営計画の中で、コンサルティング事業と IT ソリューション事業の融合を推進の取り組みが挙げられていた
が、今後どのような形で推進していくのか説明してほしい。 
A：コーポレート IT 領域に⽐較すると、ビジネス IT 領域の規模はまだ⼩さく、すぐに⼤きなビジネスに成⻑するとは
考えていないが、顧客はビジネスの差別化を求めており、これに応えていきたいと考えている。 
「NRI デジタル」設⽴の狙いでもあるが、単にシステムを構築するだけではなく、ジョイントベンチャー設⽴など、共同で
ビジネスを運営していく考えも持っており、システム構築で収益を得るだけでなく、プロフィットシェアという形での収益
貢献も視野に⼊れている。 
 
 
【IFRS 導⼊に向けた検討について】 
Q：今回、IFRS 導⼊に向けた検討開始の発表があった。以前から検討は⾏っていたものと推察しているが、この時
点での検討開始発表にはどのような意味があるのか？ 
A：検討はこれまでもしてきており、体制を⽴ち上げてより具体的に検討を始めたということである。 

以上 


